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注: 公助と自助・共助をつなぐ役割を担っている組織の 1 つが自主防災組織 
出所: 筆者作成 





                                                     
3 阪神・淡路大震災では、生き埋めになった被災者のうち消防、警察、自衛隊などのプロ組 



























  a. 自治体の防災実施能力の減退。 
  b. 各層の防災重点目標の乖離。 
  c. 継続性を考慮した外部組織への働きかけ不十分。 
仮説(2)  P-D-C-A サイクル自体が持つ、先行研究では触れられていない問題がある。 
  a. P、D、C、A を行う人が、多くの場合全て異り、共有不十分。 
  b. P～D の時間経過による教訓活用不十分。 












主防災組織は表 1の通り全国平均で 80%を超える組成状況となっている。 
 





表 1 自主防災組織の組成状況    単位:市町村、世帯 
 








表 2 自主防災組織の平常時と発災時の活動  単位: 組織 
 
 





宮城県は、2014 年 10月 30 日～11 月 20 日に、宮城県内の市町村のうち、仙台市を除い














































































































                                                     








































































                                                     
6 学生が意識する災害は、地震 89.4%、竜巻 40.4%、津波 27.7%、河川の氾濫 25.5%、土
砂災害 17%、火山の噴火 12.8%、大雪 8.5%、高潮 2.5%、想像したことない 6.4%となって
いる。この災害に対する防災活動として重点的にやるべきなのは、自助 21.3%、共助 27.7%、
公助 10.6%、自助・共助・公助のバランス 40.4%となっているとしている。 
7 愛媛大学公開講座防災士養成講座は毎年開講している。学生防災リーダープロジェクトの
基礎になる環境防災学も毎年開講しており、令和 2 年度は集中講義を 2回開講する。令和 3




























 調査は、2019 年 11月 30日に青森中央学院大学学生研究発表会の場(11名)、2019 年 12
月 25日ノースアジア大学集中講義時(19名)および 2019年 12月 25日八戸学院大学学生(70

















表 3 避難訓練参加状況 
 




今回調査でも同様に、倒れている被災者を見たら必ず助けるという意識は、表 4 の通り、 
多数の学生が助けるとしており、先行研究に沿った内容となっている。 
 
表 4  倒れている被災者を見たら必ず助ける 単位:人 
 
出所:表 7.3 と同じ 
 
(3) 救助技術 
 先行研究でも指摘されているが、表 5 の通り、止血方法を知っているのは全体で 40%程
度、骨折の手当を知っているは 37%程度であり、助けたいという総論的な意欲はあっても、
発災時に求められる応急措置の方法は知らないという、戦力化ができない実態が示された。 
 米国の自主防災組織である CERT がボランティアに防災スキルをつけさせるようにして
いるのは、救助意欲だけではかえって被災リスクを高めることもありうるからと言える 8。 
表 5 救助技術性別止血方法知識  単位:% 
止血方法             骨折の手当 
                                                     







男性 62 96 158
女性 14 42 56





男性 14 13 145




出所:表 7.3 と同じ 
 
(4) 学生が住んでいる県や市の防災情報 











            表 6 自主防災組織を知っているか (性別) 単位:% 
 
             出所: 表 7.3 と同じ 
  
② 自主防災組織に加わりたい 






78 名の学生が回答し、就職に有利 9 名、見聞が広がる 49 名、コミュニティデビュー13
名、ご近所と仲良くなれる 7名、自分の力で役立つなら入りたい 1名となっている。 
(6) 自由記述意見 
① 災害発生・情報について 
 a. 自分の地域は防災情報があまり入らない  
 b. 訓練をしないと知らないことが多過ぎて怖い 















 d. 自分の命を守るのが最優先だ 
② 防災活動の有用性 
 a. 避難場所、防災道具の容易があれば安心できる。 
 b. 最近自然災害が頻発しているから注意すべきだ 
 c. 東日本大震災を体験したことから、防災情報は知っておくべきだと思う 
 d. 被災時に火を消す、ブレーカーを落とすなど、細かい事をやれば 2次災害を防げる 
③ 防災活動の推進 
 a. 住⺠の意識を高めるには子供会などの地域コミュニティが積極的に活動すべき 
 b. 熊本地震を体験したが、飲める水確保の方法を身に付けた方が良い 
 c. 防災は公助中心で行うべきだ 
 d. 防災の知識・技術は状況によって変えることができるようにしておくべき 
 e. 災害の話は良く聴くが、防災の話は少ない。メディアで定期的に流すと良い 
 f. 被災者の体験話を聞くことは有益 
 g. 自己責任であることを徹底すべき 
④課題 
 a. 意識の無い女性被災者の衣服を緩めて救助すると後で問題になる 
 b. 発災時に体育館を避難所にしてもプライベートが保てずストレスになりそう 
 c. 東日本大震災を体験し、防災士の資格を持っているが、避難場所を知らない 
 d. 今大学にいるが、災害が発生したらどう避難したら良いか分からない 
 e. 避難所への案内が分かりやすくなって欲しい 
 f. 被災体験は劣化する 
 g. 最近の巨大災害に対する訓練が無い 
 h. 防災は情報伝達の改善を考えるべきだ 

























注: 図 2 に記載の有意な関係を示した矢印のχ2 値、自由度、有意性については、以下の通りとなっている。
(1) 「避難訓練参加有無」 
 ① χ2=11.073、自由度 4、 P<.05 n=216 ② χ2=19.592、自由度 5、p<.01、n=216 
③ χ2=3.996、自由度 1、P<.05、n=204   ➃ χ2=14.019、自由度 5、P<.05、n=222 
(2) 防災ボランティア参加体験 
 ① χ2=14.019、自由度 5、p<.05、n=216   ② χ2=35.821、自由度 20、 P<.05 n=222 
③ χ2=55.079、自由度 25、P<.01<n=223  ➃ χ2=37.427、自由度 20、 P<.01 n=214 
➄ χ2=31.900、自由度 20、 P<.05 n=223 ⑥ χ2=33.462、自由度 20、 P<.05 n=223 



























































⑨ χ2=33.007、自由度 20、 P<.05 n=223➉ χ2=33.408、自由度 20、 P<.05 n=223 
  ⑪ χ2=35.090、自由度 20、P<.05 n=222  ⑫ χ2=34.337、自由度 20、 P<.05 n=223 
  ⑬ χ2=32.570、自由度 20、P<.05 n=219 
(3) 自主防災組織に参加したい 
 ①χ2=70.135、自由度 25、 P<.01 n=219 
出所: 筆者作成 
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